
被保護者自立生活支援事業要綱  

 

（目的）  

第１条  本事業は、各福祉事務所に配置される被保護者自立生活支援

相談員（以下「支援相談員」という。）が、生活保護地区担当員（以

下「地区担当員」という。）と連携して、日常生活自立、社会生活自

立及び就労による自立に向けた支援を行うことにより、被保護者の

自立を推進することを目的とする。  

（支援対象者） 

第２条  本事業の支援対象者は、福祉事務所が稼働能力を有すると判

断する被保護者（高校在学、傷病、障害等のため、就労が困難な場合

を除き、現に就労している被保護者を含む。）のうち、就労による自

立に向け、本事業による支援が効果的と見込まれる者とする。 

（支援相談員の業務） 

第３条 支援相談員は、本事業の目的を達成するため、次の各号に定め

る業務を行うものとする。 

（１）面談による相談支援 

（２）生活保護受給者等就労自立促進事業を活用した就労支援 

（３）公共職業安定所の利用に係る支援 

（４）就労支援事業等の情報提供及び利用勧奨  

（５）採用面接に係る事前指導等  

（６）就労後の定着支援 

（７）その他、本事業の目的を達成するために必要な業務及び所属長

が命ずる業務 

 （支援検討会） 



第４条 福祉事務所は、第５条第２項、第６条第４号、同条第６号及び

同条第７号に定める事項等について検討する会議（以下「支援検討会」

という。）を、年２回以上開催するものとする。  

２  支援検討会は、各福祉事務所の就労支援担当係長が招集して開催

するものとする。 

３  支援検討会は、査察指導員、地区担当員及び支援相談員により構成

し、必要に応じて関係者の出席を求めることができるものとする。  

（支援期間） 

第５条  本事業による支援を行う期間は、原則として６か月以内の一

定期間とする。ただし、支援期間内に就労による自立に至らず、支援

の継続が必要と認められる場合は、支援期間を延長することができ

るものとする。 

２  前項ただし書きにより支援期間を延長する場合は、支援検討会に

おいて、支援継続の必要性及び延長する期間等を協議の上、決定す

るものとする。ただし、支援検討会での協議が日程上困難な場合

は、査察指導員、地区担当員及び支援相談員で協議の上、決定する

ことができるものとする。 

（支援の手順） 

第６条 本事業による支援は、次の各号の手順で行うものとする。  

（１）支援対象者の選定 

  地区担当員は、必要に応じて査察指導員や支援相談員と協議の

上、第２条の規定に該当する被保護者から支援対象者を選定する。  

（２）支援対象者への説明 

  地区担当員は、前号で選定した支援対象者に、本事業による支援

を行う旨を説明し、意思を確認する。  



（３）自立支援対象者依頼票の提出 

地区担当員は、支援相談員と協議の上、支援対象者の状況と、過

去の指導経過を記載した自立支援対象者依頼票（以下「依頼票」と

いう。）を作成し、担当する支援相談員に提出する。ただし、依頼

票は、支援相談員が地区担当員に代わり作成することができるもの

とする。 

（４）支援方針の決定 

前号の依頼票に基づき、支援検討会での協議の上、支援対象者に

対する支援方針及び支援内容（以下「支援方針等」という。）を決

定する。ただし、支援検討会での協議が日程上困難な場合は、査察

指導員、地区担当員及び支援相談員で協議の上、決定することがで

きるものとする。 

（５）支援の実施 

  支援相談員は、前号の規定により決定した支援方針等に基づき、

次のとおり第３条に定める支援を実施する。  

ア  面談による相談支援 

  支援を開始するにあたり、支援対象者と面談し、支援方針等を確

認の上、生活状況、職歴及び自立に向けた支援対象者本人の希望等

を聴取する。また、支援開始後は、定期的に支援対象者と面談を行

い、自立に向けた相談に応じ、必要な支援を実施する。なお、支援

対象者の訪問については、地区担当員と同行する場合に限り、行う

ことができるものとする。 

イ  生活保護受給者等就労自立促進事業を活用した就労支援 

稼働年齢層で就労意欲が高い支援対象者に対して、生活保護受給

者等就労自立促進事業を活用した就労支援を実施する。支援相談員



は、支援要請書、個人票及び事業参加申込書を公共職業安定所に提

出し、公共職業安定所の担当ナビゲーターと連携して就労支援を行

う。 

ウ  公共職業安定所の利用に係る支援  

支援対象者に公共職業安定所の利用方法について説明するととも

に、利用にあたっての事前指導（利用の際の服装、履歴書の書き方

等）を行った上で、必要に応じて同行訪問を行う。また、支援対象

者の能力や希望等に応じた求人情報を収集し、情報提供を行う。  

エ  就労支援事業等の情報提供及び利用勧奨  

被保護者を対象とする就労支援事業及び就労準備支援事業のほ

か、各機関が行う就労支援や職業訓練に係る事業の情報提供及び利

用の勧奨等を行う。また、必要に応じて事業の実施場所に同行す

る。 

オ  採用面接に係る事前指導等 

支援対象者が就労のための採用面接を受ける際は、服装や面接時

の受け答え等の事前指導を行う。また、必要に応じて面接会場に同

行する。 

カ  就労後の定着支援 

  就労を開始した支援対象者について、就労の継続のため、必要に

応じて職場定着のための支援を行う。 

（６）支援方針等の変更 

  支援対象者の支援方針等の変更が必要と認める場合は、支援検討

会での協議の上、支援方針等を変更する。ただし、支援検討会での

協議が日程上困難な場合は、査察指導員、地区担当員及び支援相談

員で協議の上、変更することができるものとする。  



（７）支援の終了 

  支援対象者が就労により自立した場合または状況の変化により支

援を継続することができない場合は、支援検討会での協議の上、支

援の終了を決定する。ただし、支援検討会での協議が日程上困難な

場合は、査察指導員、地区担当員及び支援相談員で協議の上、支援

の終了を決定することができるものとする。  

（８）支援状況の報告 

  支援相談員は、支援対象者に対して支援を行った場合は、「自立

支援状況記録票」を作成し、査察指導員及び地区担当員に供覧す

る。また、毎月「自立支援状況報告書」を作成し、翌月１０日まで

に所属長及び健康福祉局生活保護・自立支援室に支援の進捗状況を

報告する。 

（その他の事項） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、健康福祉局長が

定めるものとする。 

 

附  則  

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２２年７月１日から施行する。  

附  則  



この要綱は、平成２２年９月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


